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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　○伊村則子　　石川孝重(日本女大）

　目　的　住居に関する災害の研究は，これまで物理的観点にたった研究が多かったが，

社会の進展とともに災害の影響も多様化し，阪神・淡路大震災など近年の地震で判明した
ように，被害軽減のためには災害時の行動を決める人間の意識が重要となることがわかっ

た。これまで地震災害が住居・生活に与える影響をとりあげ報告してきたが，本報では将

来の災害における被害軽減を目的として，災害行動に表れる災害意識を分析し，日本人の
災害観の特性をふまえた防災意識の形成をめざすべく，防災教育のあるべき姿を模索する。

　方　法　資料より阪神・淡路大震災と安政江戸地震，関東大震災,またﾉｰｽﾘｯｼﾞ地震との

比較から日本人の災害観を示し，また，よりよい防災意識の形成のための試みを収集した。
　結　果　日本人は災害に対し対策を立てるのではなく，対応してその危機を乗り越えよ

うとする傾向にあり，日常生活の中ではできるだけ不安なことは忘れ，いざという時にど

うにかすればよいという意識をもち，災害に対して諦める，仕方がない，現状肯定する，
楽観視する，覚悟する，忘れるといった態度をとる。これは，日本特有の自然観と宗教観

に根付いたものである。実際，阪神・淡路大震災の発生に伴い，災害に対する意識は一時

期かなり高まったが，それが長期的に安定するのは難しく，全般的には現在徐々に薄れて

今後の防災意識の薄れ・知識の不足を補い，被害規模を最小限に押さえるには，一時期小

学校でとりあげられた「稲むらの火」のような教育や，三重県などの地方自治体の例にみ

られるような情報媒体を活用した市民に対する早期防災教育の実施が必要になる。

2Ma－10 住教育における学校教育現場の実情　第-2.報
　　　　一教師の評価を中心としてー
　　　　　　京都教育大学　　○速水　多佳そ　　関川　f尋

＜目的＞　生活水準が向上し、国民生活が哩かになった現在でも住生活上の問題は多く。

改涙は大きな課題である。国民の中には、化宅事情や住要求を背景にした切実な住教育要

求がある。しかし、これまで学校教育現場で住教育は扱いにくい領域として敬遠されてき

た、この研究では、学習指導要領が改訂された後の学校教育現場の指導の実情を把梶する

と馬に、教員の満足感の向上は、そのまま住教育内容の充実につながるのではないかと考

え、教師が住教育に対して満足感を得るためにはどのような条件が必要かを検討する｡

＜方法＞　京邪府・大阪府・奈良県の家庭科担１教員のうち、中学校I 2 2名、高等学校

1 2 ｔ名の計2 4a名を対象にアンケート調査を行った。,i≪i!E内容は、教師の一般的属性、

家庭科全般及び住居領域の指導の実情、住居領域の指導に対する教師の評filliと意見である｡

＜結果＞　I）教員の平均年齢は、39. 5歳標準偏差O.)歳）で、出身学科は食物系、被

服系が多く、住居系は2. 5%であった, 2）中学校の選択実施領域は、食物、家庭生活、木

材加工、愉報処理、電気、保育、被服の順に多く、住居は約３ 0%しか実施されていなか

った。a）高等学校では、家庭一般の履修が約８割で、各領域の平均指導時数は、食物が

:m.8時間、被服が2レ峙間と多いのに対し、住居は9時間であった, 4）教師の住教青評価

で、満足を得ている人が1 7人に対し、不満足と答えた人は8 0人であった。教員が満足

感を得て、自己評価を上げろための要因には、教員の人的条件（年齢、教師歴、専門性）

や住教育に対する姿勢（得意・好き・嫌い恋識）や指導内容、指導方法、住居領域に対す

る意識や捉え方等が抽出された。
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